
リフォーム促進税制（所得税の控除）記入方法①

■記入が必要なページ（赤枠）

Ｐ１ Ｐ４ Ｐ５ Ｐ６

Ｐ７ Ｐ８ Ｐ９ Ｐ10 Ｐ11

Ｐ18Ｐ17

※記入が必要なページであっても、該当する内容がない欄は、空欄で差し支え
ありません。

■標準的な工事費用相当額
リフォーム促進税制（所得税の控除）では、工事に実際にかかった費用ではなく、国土交通
省告示で定められた｢標準的な工事費用相当額｣を用いて控除額を計算します。

当省ＨＰ等で、各工事メニューの標準的な工事費用相当額をご確認のうえ、ご記載ください。

■対象工事であるかの確認について
リフォーム促進税制（所得税の控除）の各工事メニューの対象となるかは、以下の資料もご確認い
ただき、ご判断ください。

・増改築等工事証明書の通達
（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001995657.pdf）

・当省ＨＰ＞よくある質問
（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000253.html）



リフォーム促進税制（所得税の控除）記入方法②

■記入例について
以下の工事を行い、補助金等を利用した場合を想定して、記入例を作成しています。

記入例にない工事メニューについても、標準的な工事費用相当額の計算等は同様に行います。
ご参考としてご覧ください。

※青字：標準的な工事費用額の計算結果

■改修した家屋：建築面積60㎡、延べ床面積100㎡

■耐震改修

①木造住宅の基礎の改修
→15,400円×60㎡ ＝924,000円

②木造住宅の壁の改修
→22,500円×100㎡ ＝2,250,000円

■その他増改築

①第３号工事（浴室、便所、洗面所）

→300,000円（実際にかかった費用・税込）

標準的な工事費用相当額の合計＝3,174,000円
▲補助金＝1,500,000円



リフォーム促進税制（所得税の控除）記入方法③

■補助金の交付がある場合
【原則】

・リフォーム促進税制の対象工事に交付された金額分のみ記載します。
（対象外の工事について交付された分は、記載しません。）

・交付が確定した額を記載します。

・金額が未確定で、確定申告に間に合わないときは、見込み額を記載します。
確定申告をした後で、見込みの金額と、交付が確定した金額が異なった場合は、
①増改築等工事証明書の証明主体が記載を修正し、
②管轄の税務署の案内にしたがって、減税申請者の方が提出・手続きを行って

ください。

■例：差し引き・記載する補助金額の考え方

増改築等工事証明書への
記載要否リフォーム促進税制補助金の交付実際に行った工事

記載する省エネ改修有窓の断熱改修

記載する省エネ改修有床の断熱改修

記載する省エネ改修有高効率エアコン
の設置

記載する省エネ改修有高効率給湯器の設置

記載しない対象外有ビルトイン
食器洗機の設置

記載しない対象外有ビルトイン自動調理
対応コンロの設置

記載しない対象外有掃除しやすい
レンジフードの設置

記載しない対象外有浴室乾燥機の設置

記載するバリアフリー改修有手すりの設置

記載するバリアフリー改修有玄関の段差解消



住宅 太郎（所得税控除をうける方の氏名）

東京都千代田区霞が関０-０-０

東京都千代田区霞が関０-０-０ 1001番1

令和X年 ○月×日

証明書作成時点の現住所

＜リフォーム促進税制＞で発行する
ときは、こちらの欄は記入不要です

＞P4以降へ進んでください。

P1



行った工事が該当するものに

P4



P5

リフォーム促進税制の各メニュー（耐震、省エネ、バリアフリー、同居、子育て対
応、⾧期優良住宅化）と、あわせて第1号～6号工事を行った場合のみ記入してく

ださい。該当ない場合は空欄でかまいません。

同じ内容の工事を、複数の区分に重複して計上できません。
複数の項目に該当する工事があるときは、いずれか１つを選択してください。
今回は、耐震改修を選択したため、同内容である第4号工事は選択しません。



P6

記入例のケース（記入方法②をご参照ください）では、
該当するものを行っていないため空欄



P7

記入例のケース（記入方法②をご参照ください）では、
その他増改築に該当するものを行っていないため空欄



１：耐震改修
①基礎の改修
基礎の増し打ち（●m）
布基礎の増設（●m）

②壁の改修
筋交いの設置（たすき掛け、●m）
接合部の補強（●箇所）

２：その他増改築 第3号工事
・浴室、洗面所、便所の壁の全面改修
・壁の改修とあわせて行ったユニットバスの設置、
便器の交換

P8
行った工事の内容・箇所・数量を明記し、
対象工事であるとわかるように記載してください。

8

3,174,000

1,500,000
1,674,000

0

耐震改修の対象工事に対して交付され
た補助金の金額を記載

（交付決定通知に記載された金額）

1,674,000

実際にかかった費用ではなく、改修工事の内容ごとに決められている標準
的な工事費用額を、算出単位に基づいて計算し、記入してください。



P9

記入例のケース（記入方法②をご参照ください）では、
該当するものを行っていないため空欄



P10

10

記入例のケース（記入方法②をご参照ください）では、
該当するものを行っていないため空欄



P11

0

併用パターン①
耐震・バリアフリー
・省エネ・同居・子育て

併用パターン②
バリアフリー・同居・子育て
⾧期優良住宅化（耐震または省エネ）

併用パターン③
バリアフリー・同居・子育て
⾧期優良住宅化（耐震省エネ両方）

⑲：⑱で選んだ
組み合わせに対応する

ものを転記 0

1,674,000
1,674,000

1,674,000
1,674,000

300,000

300,000
300,000

8,326,000
300,000

※記載方法をわかりやすくお伝えするため、
色分けしています。

[18]と[19]の欄は、リフォーム促進税制における５％控除の控除額を計算するにあたり、
記入していただく欄です。

リフォーム促進税制では複数メニューを組み合わせて申請することができます。
併用パターンは、つぎの３通りあります。
１：耐震・バリアフリー・省エネ・同居・子育て（本ページの⑧～⑩）
２：バリアフリー・同居・⾧期優良住宅化（耐震また省エネのいずれか）・子育て
（本ページの⑪～⑬）

３バリアフリー・同居・⾧期優良住宅化（耐震と省エネの両方）・子育て
（本ページの⑭～⑯）

[18]と[19]の欄では、この3通りのうちいずれか１つを選び、その金額を転記します。

＜[18]の欄＞ [8]・[11]・[14]のうち、最も多い額を転記します。

＜[19]の欄＞
上記の3通りの組み合わせのうち、[18]で選択した番号と同じ組み合わせに紐付いてい

る、[10]・[13]・[16]のいずれかの金額をそのまま転記します。
※[18]で、[8]の金額を記入した場合は[10]の金額を、[11]の金額を記入した場合は[13]の
金額を、[14]の金額を記入した場合は[16]の金額を、そのまま転記してください。

10％を乗じる必要はありません。
⑩⑫⑮のいずれかをそのまま転記します。

５％を乗じる必要はありません。
㉑または㉒をそのまま転記します。



証明 家子

東京都

東京都中央区中央 0-00-000

令和X ○ ×

P17

株式会社 証明設計

一級建築士事務所

○○年 ○月×日
99-9999

一級建築士
00000

17

建築士事務所に属する建築士の方が
証明する場合は、この欄は記入不要
です。

証明書を作成した日



P18

18

建築士事務所に属する建築士の方が証明
する場合は、本ページは記入不要です。


